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１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 5,887 (3.4) 277 (△13.0) 297  (△9.9)

17年９月中間期 5,694 (6.4) 318 (△31.6) 330 (△27.6)

18年３月期 11,263 410 430

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 172 (△8.9) 15 01

17年９月中間期 189 (△25.1) 16 47

18年３月期 242 20 48

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 11,513,482株 17年９月中間期 11,516,437株 18年３月期 11,515,580株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 9,305 8,307 89.3 721 64

17年９月中間期 9,363 8,129 86.8 705 96

18年３月期 9,256 8,209 88.7 712 42

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期  11,511,949株 17年９月中間期 11,514,931株 18年３月期   11,514,621株

②期末自己株式数 18年９月中間期    10,051株 17年９月中間期 7,069株 18年３月期      7,379株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 11,400  470  370  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　32円14銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 － 5.00 5.00

19年３月期（実績） － －
5.00

19年３月期（予想） － 5.00

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金  266,134   69,901   311,076   

２　売掛金  421,313   595,695   374,981   

３　有価証券 ※２ 200,000   200,070   200,000   

４　たな卸資産  1,037,326   1,633,486   1,413,363   

５　短期貸付金  －   －   300,000   

６　預け金  1,950,000   1,050,000   1,300,000   

７　前払金  －   －   96,762   

８　繰延税金資産  41,777   44,336   35,258   

９　その他  76,710   20,489   20,876   

貸倒引当金  △1,000   △1,000   △1,000   

流動資産合計   3,992,262 42.6  3,612,978 38.8  4,051,318 43.8

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1）建物  743,823   701,453   722,316   

(2）機械及び装置  2,291,540   1,995,578   2,131,703   

(3）土地  －   1,143,329   －   

(4）その他  495,760   202,077   478,689   

有形固定資産合計  3,531,124   4,042,439   3,332,708   

２　無形固定資産  12,120   9,521   10,821   

３　投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 1,687,209   1,513,029   1,734,755   

(2）繰延税金資産  113,017   92,923   92,772   

(3）その他  33,789   37,022   35,640   

貸倒引当金  △6,500   △2,000   △2,000   

投資その他の資産合
計

 1,827,516   1,640,975   1,861,167   

固定資産合計   5,370,760 57.4  5,692,936 61.2  5,204,698 56.2

資産合計   9,363,023 100.0  9,305,914 100.0  9,256,016 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金  112,565   154,749   254,972   

２　未払金  548,473   268,922   305,165   

３　未払消費税等
※２

※３
32,107   47,853   36,322   

４　未払法人税等  133,149   139,096   40,945   

５　その他  89,588   86,625   90,803   

流動負債合計   915,883 9.8  697,248 7.5  728,210 7.9

Ⅱ　固定負債           

１　退職給付引当金  302,886   282,103   298,384   

２　役員退職慰労金引当
金

 15,169   19,109   19,904   

固定負債合計   318,055 3.4  301,212 3.2  318,288 3.4

負債合計   1,233,939 13.2  998,461 10.7  1,046,498 11.3

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   1,495,000 16.0  － －  1,495,000 16.2

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金  942,000   －   942,000   

２　その他資本剰余金  783   －   783   

資本剰余金合計   942,783 10.1  － －  942,783 10.1

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金  117,000   －   117,000   

２　任意積立金  5,000,000   －   5,000,000   

３　中間（当期）未処分
利益

 474,642   －   527,155   

利益剰余金合計   5,591,642 59.7  － －  5,644,155 61.0

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  102,258 1.0  － －  130,332 1.4

Ⅴ　自己株式   △2,599 △0.0  － －  △2,753 △0.0

資本合計   8,129,083 86.8  － －  8,209,518 88.7

負債・資本合計   9,363,023 100.0  － －  9,256,016 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金   － －  1,495,000 16.1  － －

２　資本剰余金           

(1）資本準備金  －   942,000   －   

(2）その他資本剰余金  －   783   －   

資本剰余金合計   － －  942,783 10.1  － －

３　利益剰余金           

(1）利益準備金  －   117,000   －   

(2）その他利益剰余金           

別途積立金  －   5,150,000   －   

繰越利益剰余金  －   486,112   －   

利益剰余金合計   － －  5,753,112 61.8  － －

４　自己株式   － －  △4,197 △0.0  － －

株主資本合計   － －  8,186,698 88.0  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価
差額金

  － －  120,755 1.3  － －

評価・換算差額等合計   － －  120,755 1.3  － －

純資産合計   － －  8,307,453 89.3  － －

負債純資産合計   － －  9,305,914 100.0  － －
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,694,851 100.0  5,887,313 100.0  11,263,617 100.0

Ⅱ　売上原価   4,589,739 80.6  4,931,484 83.8  9,419,118 83.6

売上総利益   1,105,111 19.4  955,828 16.2  1,844,499 16.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費   786,337 13.8  678,644 11.5  1,433,761 12.7

営業利益   318,774 5.6  277,183 4.7  410,737 3.7

Ⅳ　営業外収益 ※１  18,802 0.3  20,403 0.3  29,722 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  7,523 0.1  331 0.0  9,638 0.1

経常利益   330,053 5.8  297,255 5.0  430,821 3.8

税引前中間（当期）
純利益

  330,053 5.8  297,255 5.0  430,821 3.8

法人税、住民税及び
事業税

 125,000   127,000   166,000   

法人税等調整額  15,391 140,391 2.5 △2,574 124,426 2.1 22,646 188,646 1.6

中間（当期）純利益   189,662 3.3  172,829 2.9  242,175 2.2

前期繰越利益   284,980   －   284,980  

中間（当期）未処分
利益

  474,642   －   527,155  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

 当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）  

 株主資本

 

資本金

資本剰余金  利益剰余金

 自己株式
株主資本

合計

 
資本準備金

その他資本

剰余金

 資本剰余

金合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高

（千円）
1,495,000 942,000 783 942,783 117,000 5,000,000 527,155 5,644,155 △2,753 8,079,186

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立　　

(注）
     150,000 △150,000 －  －

剰余金の配当　(注)       △57,573 △57,573  △57,573

役員賞与　(注)       △6,300 △6,300  △6,300

中間純利益       172,829 172,829  172,829

自己株式の取得         △1,444 △1,444

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

          

中間会計期間中の変動額

合計（千円）
－ － － － － 150,000 △41,043 108,956 △1,444 107,512

平成18年９月30日残高

（千円）
1,495,000 942,000 783 942,783 117,000 5,150,000 486,112 5,753,112 △4,197 8,186,698

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

  

 評価・換算差額等

 
その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計   
純資産合計

平成18年３月31日残高

（千円）
130,332 130,332 8,209,518

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立

(注）
  －

剰余金の配当　(注)   △57,573

役員賞与　(注)   △6,300

中間純利益   172,829

自己株式の取得   △1,444

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△9,576 △9,576 △9,576

中間会計期間中の変動額

合計（千円）
△9,576 △9,576 97,935

平成18年９月30日残高

（千円）
120,755 120,755 8,307,453
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1）有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

(1）有価証券

①　満期保有目的の債券

同左

②　子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法

②　子会社株式及び関連会社株

式

同左

②　子会社株式及び関連会社株式

同左

③　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は部分資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

③　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は部分純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）

③　その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部

分資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

①　原材料のうち輸入原料、未

着原料

先入先出法による原価法

(2）たな卸資産

①　原材料のうち輸入原料、未

着原料

同左

(2）たな卸資産

①　原材料のうち輸入原料、未着

原料

同左

②　商品、製品、輸入原料以外

の原材料、仕掛品

移動平均法による原価法

②　商品、製品、輸入原料以外

の原材料、仕掛品

同左

②　商品、製品、輸入原料以外の

原材料、仕掛品

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、耐用年数および残存価

額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

によっております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

　ただし、ソフトウエア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づいております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

３　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務およ

び年金資産に基づき、当期末にお

いて発生している額を計上してお

ります。

(3）役員退職慰労金引当金

　役員の退職慰労金支給に備え

るため、「役員退職慰労金に関

する内規」に基づく当中間会計

期間末の退職慰労金の額を計上

しております。

(3）役員退職慰労金引当金

同左

(3）役員退職慰労金引当金

　役員の退職慰労金支給に備える

ため、「役員退職慰労金に関する

内規」に基づく期末の退職慰労金

の額を計上しております。

　毎期の繰入額は期首、期末の増

差額であります。

（4） 　　　――― (4）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えた当事

業年度における支給見込額の当

中間会計期間負担額は計上して

おりません。 

 （会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。

　なお、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益への影響は

ありません。

 （4） 　　　―――

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引について、外貨

建取引等会計処理基準で認めら

れた特例による振当処理を行っ

ております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針

　輸入原料糖決済の為替変動リ

スクに備えるため、外貨建買掛

金について原料糖価格決済の範

囲内で為替予約を行っておりま

す。

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針

同左

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及び

ヘッジ方針

同左

６　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。

同左 同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年

８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号　平成15年10月31

日）を適用しております。

　なお、損益に与える影響はありま

せん。

 ――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。  

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は8,307,453千円であります。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

 ―――

 ――― （役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号　平成17年11月29日）を適用

しております。　

　なお、同会計基準適用に伴う影響

はありません。

 ―――
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表示方法の変更

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日）

  　　　　　　　 至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日）

 　　　　　　　  至　平成18年９月30日）

 ―――
 （中間貸借対照表）

　「土地」は、前中間期まで有形固定資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当中間期末において資

産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間期末の「土地」の金額は265,882千円で

あります。

追加情報

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

――― ――― 　当社は平成17年12月27日に当社南

隣接土地取得のための不動産売買契

約を締結しました。

　同契約の要旨は下記のとおりです。

　１  取得する不動産の内容

　(1) 所在地

　　大阪市城東区今福西六丁目

23番

  (2) 取得価額　854,388千円

  ２  譲受先　コニシ株式会社

  ３  譲受予定日

平成18年７月31日

  ４  損益に与える影響

本資産の取得に伴う租税公課

等200千円は平成18年９月中間期

において販売費及び一般管理費

に計上を予定しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却

累計額
7,005,886千円          7,441,817千円        7,236,809千円

※２　このうち担保に供して

いる資産

有価証券

投資有価証券

合計

100,000千円

199,928千円

299,928千円

     100,035千円

     199,948千円

     299,983千円

 100,000千円

     199,938千円

     299,938千円

　担保提供資産に対応す

る債務

未払消費税等 4,312千円      9,224千円      530千円

 ※３　消費税等の取扱い 　仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺の上、未払消費税等とし

て表示しております。

同左  ―――

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益のうち重要

なもの

受取利息 1,901千円      3,848千円     2,930千円

有価証券利息 8,527千円      5,038千円      13,050千円

※２　営業外費用のうち重要

なもの

固定資産除却損 6,434千円      144千円       8,179千円

　３　減価償却実施額    

有形固定資産 225,143千円        207,760千円        466,847千円

無形固定資産 1,459千円      1,299千円      3,688千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

  当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 

自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数

（千株）

当中間会計期間増加株式数

(千株）

当中間会計期間減少株式数

（千株）

当中間会計期間末株式数 

（千株） 

 普通株式 7 2 － 10

 合計 7 2 － 10

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

車両及び運

搬具
6,723 4,291 2,431

工具、器具

及び備品
10,826 6,882 3,943

その他

(長期前払

費用)

12,380 10,729 1,650

合計 29,929 21,903 8,026

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

車両及び運

搬具
6,754 3,978 2,776

工具、器具

及び備品
15,180 9,861 5,318

合計 21,934 13,840 8,094

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両及び運

搬具
6,723 4,964 1,759

工具、器具

及び備品
10,826 8,236 2,590

その他

(長期前払

費用)

12,380 11,967 412

合計 29,929 25,167 4,762

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相当

額

②　未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 １年超 合計

5,783千円 2,533千円 8,317千円

１年以内 １年超 合計

3,357千円  4,854千円  8,212千円

１年以内 １年超 合計

4,005千円 944千円 4,950千円

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失

支払
リース料

減価償却費
相当額

支払利息
相当額

3,454千円 3,263千円 129千円

支払
リース料

減価償却費
相当額

支払利息
相当額

 2,871千円  2,712千円    88千円

支払
リース料

減価償却費
相当額

支払利息
相当額

6,909千円 6,527千円 217千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法

によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

……　　同左

④　減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

…　　　同左

・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

・利息相当額の算定方法

……　　同左

・利息相当額の算定方法

…　　　同左

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失は

ありません。

 （減損損失について） 

同左

（減損損失について） 

同左
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②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成18年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 705.96円

１株当たり中間純利益 16.47円

１株当たり純資産額  721.64円

１株当たり中間純利益    15.01円

１株当たり純資産額 712.42円

１株当たり当期純利益 20.48円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 １株当たり中間純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

中間損益計算書上の中間純利益

189,662千円

中間損益計算書上の中間純利益

       172,829千円

損益計算書上の当期純利益

242,175千円

普通株式に係る中間純利益

189,662千円

普通株式に係る中間純利益

       172,829千円

普通株式に係る当期純利益

235,875千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

　該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

　該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

利益処分による役員賞与金

6,300千円

普通株式の期中平均株式数

11,516,437株

普通株式の期中平均株式数

          11,513,482株

普通株式の期中平均株式数

11,515,580株

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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